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0410010 総務省
「緑の分権改革」を推進す
る、複数年にわたるモデル
事業の創設について

－
平成21年度第2次補正予算関係事業
として「緑の分権改革」推進事業
を実施。

C

　「緑の分権改革」推進事業は、平成21
年度において「明日の安心と成長のため
の緊急経済対策」（平成21年12月８日閣
議決定）に基づき、実施されたものであ
る。
　なお、事業効果の検証に時間を要する
場合には、年度内に事業の結果を報告し
ていただいたうえで、新たに報告事項が
発生した場合に改めて追加報告を行って
いただいても差し支えない。

－ － －
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「緑の分権改革」を推進する、複数
年にわたるモデル事業の創設に
ついて

地域資源を最大限に活用し、地域の活性化、絆
の再生を図る「緑の分権改革」を推進・実現する
ためには、地域で実施する事業について、ＰＤＣ
Ａサイクルを繰り返しながら、複数年にわたる実
証を行い、社会システムとして完成度を高めて
いく必要がある。
現在、単年度事業として「「緑の分権改革」推進
事業」を実施しているところであるが、本事業の
終了後、複数年に渡り社会実証に取り組める
「モデル事業」を創設されたい。（２５０文字）

岩手県奥州市では、15,000haの広大な水田を最大の地域資源として捉
え、その活用方策の一つとして、転作田に非食用米を作付けし、バイオエ
タノール化によりエネルギー利用や素材利用を進め、新たな農村発の産
業化を目指して調査検討を進めている。この取組は、水田農業の再生と
国土保全、地域特有の新産業育成・雇用創出、地域由来エネルギー創
出による低炭素社会の実現などを目指し、地域内の団体や企業、大学や
試験研究機関、そして地方自治体が連携して総合的に取り組んでいるも
のである。本テーマの事業化に向けては、農業者の所得を確保しながら、
エタノール産業の採算性を確保するという２点の両立が最大の課題であ
る。そこで、平成16年から取組を継続してくる中で、本システムの各工程
でのコスト低減や生成物の高付加価値化など課題克服に向けたポイント
が明らかになりつつあり、本年度総務省「緑の分権改革」推進事業の採
択を受けて、これら課題克服をテーマとした現地社会システム実証調査
に取り組み始めた。
このような新たな社会システムを実証し、地域に定着した取組として仕上
げていくためには、単年度で成果を上げることが難しく、PDCAサイクルで
検証しながらシステム価値を高めていく必要がある。例えば、低コスト多
収米栽培体系を確立する栽培試験では複数年度の試験が必要であり、
また、発酵残渣の牛豚等への給餌試験では2年程度の期間を要する。
従って、本「緑の分権改革」推進事業の目的に示すような地域社会を構
築するため、本事業に引き続き、「モデル事業」を設け、複数年にわたり
社会実証に取り組めるような制度を創設を提案するものである。（６８８
字）

「緑の分権改革」推進
事業　募集要領（平成
22年1月14日　総務省
自治行政局緑の分権
改革推進室）

岩手県

奥州市、農事組
合法人アグリ笹
森、株式会社ま
ちづくり奥州、東
京農業大学

総務省

0410020 総務省
　国による情報システムの
一括開発と自治体への配
布

－
平成21年度第2次補正予算関連事業
として「自治体クラウド」開発実
証事業を実施。

C

　情報システムについては、各自治体ご
とに整備・運用している。自治体の規
模、直面する行政課題、業務の方法など
の相違によりシステムに求められる要件
も異なることから、国がそれら全てに適
用できるシステムを開発することは困難
である。
　なお、行政コストの大幅な圧縮、行政
サービスの質の向上等を実現するため、
共同利用や標準仕様の策定等に取り組み
自治体クラウドの導入を推進していく。

「自治体クラウド」の推
進

1,027,768 －
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　国による情報システムの一括開
発と自治体への配布

　自治体の負担軽減のため、地方自治事務にお
ける情報システム開発について、現在総務省の
電子自治体推進の取組みでは、業務システム
の共同化等の取組みが図られているが、自治
体毎に特色ある事業とはならない場合の情報シ
ステムにおいては、国が一括して開発を行い無
償で自治体に配布する。

【実施内容】
　自治体毎に特色ある事業とはならない場合の情報システムについて、
国が一括して開発を行い無償で自治体に配布する。
　
【提案理由】
　一昨年に実施された「定額給付金事業」などのように、地方自治事務と
言われた事業も、実質は総務省から全国統一ルールが示され、自治体
毎に特色ある事業およびシステムとはならない場合がある。このような場
合、国がシステム開発を一括して行い、無償で自治体に配布するようにし
ていただきたい。また、対象者を特定するために住民情報管理システムと
の連携が必要な場合、インターフェース仕様を共通化することで汎用性の
あるシステムも構築が可能である。そうすることによって各自治体でそれ
ぞれにシステム開発費用が発生する無駄な経費を省き、国全体の開発
経費が従来よりも低く抑えることが可能であると考える。

新潟県 見附市 総務省

0410030 総務省

　県単位などによる広域で
の情報システム共同利用
の促進

－
平成21年度第2次補正予算関連事業
として「自治体クラウド」開発実
証事業を実施。

Ａ

　自治体クラウドの導入を推進し、行政
コストの大幅な圧縮、行政サービスの質
の向上等を実現するため、より広汎な業
務連携基盤の構築等の実証実験等を実
施。全国的な展開が円滑に図られるよう
自治体クラウド導入活用ガイドラインの
策定等に必要な調査研究を行う。

「自治体クラウド」の推
進

1,027,768 －

自治体クラウドの推進に向けた調査
研究等に要する経費

地方自治体へのクラウド導入の全国
展開に必要な連携基盤等に係る実証
実験

27,183

904,334
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　県単位などによる広域での情報
システム共同利用の促進

　法律などに基づき管理・運用している住民・税
業務・戸籍システムなどの情報システムについ
て、広域での共同利用を促進するため、共同シ
ステム導入に対する財政支援措置を求める。

【実施内容】
　法律などに基づき管理・運用している住民・税業務・戸籍システムなど
の情報システムについて、広域での共同利用を促進するため、共同シス
テム導入に対する財政支援措置を求める。

【提案理由】
　住民情報管理や税業務などは、法律などに基づき情報システムで管
理・運用を行っている。地域性があるので国内すべてにおいての共同利
用は現実的ではないものの、県単位などの地域において、情報システム
を共同利用することは、各自治体のシステム調達に係る費用の抑制や地
域住民へのサービス向上からも、効果が高いと考える。ついては共同利
用するにあたり、業務の標準化への指針や導入ガイドラインなどの支援
や財政支援を望む。

新潟県 見附市 総務省

0410040 総務省
住民サービスの機能を果
たしていない国有固定資
産に係る交付金措置

国有資産等所在市
町村交付金法

【法律の趣旨】
国有資産等所在市町村交付金制度
は、固定資産税を課することがで
きないものとされている国及び地
方公共団体が所有する固定資産の
うち、その使用の状況や当該固定
資産の所在する市町村との受益関
係が固定資産税の課税客体となっ
ている類似の固定資産と同様であ
るものがあること等にかんがみ、
固定資産税相当額の負担を求める
ことによって同種の固定資産との
間の負担の均衡を確保し、併せて
地方自主財源の増強に資すること
を目的とするものである。
【対象資産】
上記の趣旨にかんがみ、国又は地
方公共団体は、その所有する固定
資産のうち貸付資産、空港用資
産、国有林野の土地、発送変電施
設、上工水道用施設のうちダム以
外の用に供する土地及び上工水用
のダムの用に供する固定資産、国
家石油備蓄基地について市町村交
付金を、当該固定資産所在の市町
村に対して交付している。

C

左記のとおり、国有資産等所在市町村交
付金法の趣旨から、その対象資産は貸付
資産等に限定しているところであり、利
用されていない状態にある国有固定資産
までも対象にすることは適当でないと考
える。

市町村交付金の対象とな
る資産を所管している省
庁で定めている。

市町村交付金の対
象となる資産を所
管している省庁で
把握している。

－
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住民サービスの機能を果たしてい
ない国有固定資産に係る交付金
措置

　自治体の財源確保のため、住民サービスの機
能を果たしていない国所有の土地及び家屋等に
ついて、固定資産税非課税分を国有資産等所
在市町村交付金の対象とする。

【実施内容】
　住民サービスの機能を果たしていない国の施設等について、固定資産
税非課税分を交付金の対象とする。

【提案理由】
　財務省、法務省所有の土地および家屋については、それぞれ国有資産
等所在市町村交付金法により、交付金の対象となっていないが、市街化
区域内に位置し、市民の目に留まりやすい状況にある不動産が公益のた
めに利用されていない状態にある。民間の固定資産では、公共の用に供
していると認められ税の減免対象となっているものが、公共の用に供さな
くなった時点で減免対象外となる。ついては、本件のような不動産につい
て、国による遊休施設などの利用促進、市の財源確保、民間との公平を
期すため、、国の利用方針が明確になり具体的に実施されるまでの間、
交付金対象とする特例措置を提案したい。

国有資産等所在市町
村交付金法第２条

新潟県 見附市 総務省
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0410050 総務省
データセンターにおける
サーバー類及び電気設備
の法定耐用年数の柔軟化

減価償却資産の耐
用年数等に関する
省令

減価償却資産の耐用年数等に関す
る省令において、サーバーの耐用
年数は5年、電気設備の耐用年数は
15年とされている。なお、ルー
ター及びスイッチ耐用年数につい
ては、9年又は10年とされている。

B-1

データセンターを構成するルーター及び
スイッチについて、9年又は10年とされ
ている法定耐用年数を6年に短縮する要
望を提出。

通信業用設備等に係る法
定耐用年数の短縮

－ －
改正要望を提出した
が、改正に至らなかっ
た。
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データセンターにおけるサーバー
類及び電気設備の法定耐用年数
の柔軟化

総務省や経済産業省において、データセンター
の省電力化に向けた取組みを進めている中で、
さらなる推進を図るためにもデータセンターにお
けるサーバー類及び空調等の電気設備に係る
法定耐用年数を柔軟に設定可能とし、機器更新
の促進する。

現在、サーバー類の法定耐用年数は５年、電気設備の法定耐用年数は
15年である。データセンターにおいては、技術革新が日進月歩で進んで
おり、法定耐用年数よりも短い期間で更新されていることから、現行の法
定耐用年数の範囲内で、データセンター事業者が柔軟に税法上の耐用
年数を設定することができることとする。

【提案理由】
　データセンターにおけるサーバーは、現状では３～４年程度で更新され
ている。また、データセンターにおける空調設備は、消費電力量を削減す
る要素として非常に重要な役割を占めており、省エネルギー設備への更
新の促進は、環境負荷低減の観点からも重要な取り組みである。特に寒
冷地である北海道においては、寒冷な外気や雪氷等を用いた空調技術
が研究から実用化の段階に入っており、技術革新が進んでいる。
　データセンターに設置されるサーバー類及び電気設備の耐用年数を
データセンターの事業者が実際の更新サイクルに合せて設定すること
で、高効率な設備への更新を促進し、産業活性化による国際競争力の向
上と温室効果ガス削減という環境配慮の両方を実現することができる。
　さらに、国内では首都圏に膨大なデータが集中していることから、地方
の特区にデータセンターの集積を行うことで、リスク分散や首都圏におけ
るデータ量の軽減が図られる。

法人税法
減価償却資産の法定
耐用年数等に関する
省令

北海道 石狩市
総務省
経済産業省

0410060 総務省
寒冷高緯度地域における
情報通信基盤整備等への
財政支援制度の創設

－
現行の制度で寒冷高緯度地域に特
化して対応しているものはありま
せん。

B-2

総務省はこれまでも、電気通信市場にお
いて競争を促進し、利用者利益を確保す
るための様々な政策及びルールを整備し
てきたところ。
　これらにより、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨを
始めとするブロードバンド環境の普及が
進むとともに、その結果として通信料金
の低廉化が進展してきたところ。
「光の道」構想の実現を図る中で、デー
タセンターの活性化にも貢献するべく、
より一層の競争促進を通じて、通信環境
の整備及び利用者利益の確保に努めて参
りたい。

－ － －
（項）情報通信技術利用環境整備費
（目）情報通信利用環境整備推進交
付金

情報通信利用環境整備
推進交付金　2,400,000
千円の内数

教育・医療等の分野に
おける公共アプリケー
ションの導入を前提と
した超高速ブロードバ
ンド基盤整備を実施す
る地方公共団体等に対
し、事業費の一部を支
援するもの。
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寒冷高緯度地域における情報通
信基盤整備等への財政支援制度
の創設

北海道は寒冷高緯度地域であり、データセン
ターの冷却に係る消費電力を削減できるが、光
ファイバーケーブル等の情報通信基盤は本州に
比して整備が進んでおらず、事業用通信回線使
用料も高い。
総務省では、「クラウドコンピュータ時代のデータ
センター活性化に関する検討会」の報告書案で
優遇措置を講じた特区として整備することも考え
られるとされているが、これに併せて、情報通信
基盤や通信回線使用料に対する財政支援措置
も検討いただきたい。

　北海道は、全国の中でも通信インフラの整備が遅れており、北海道に
データセンターを立地する事業者にとって高品位の事業用専用通信回線
使用料の負担は非常に大きい。財政支援措置を講じることで、地方への
データセンター立地を促進し、地域の活性化を図るとともに、通信回線使
用料以外のコストが低い北海道にデータセンターを集約させることで、国
際競争力の高い分野の産業とすることができる。

【提案理由】
　冷房に係る消費電力量を大幅に削減できる北海道にデータセンターを
集積させることは、データセンターの国際競争力の強化及び温室効果ガ
ス削減という環境配慮の観点からも、非常に有意義なことである。
　そこで、財政支援措置を講じることで、データセンターの誘致が促進し、
その結果、情報通信需要の創造を促し、通信回線使用料が安価となり、
日本のデータセンターは世界標準レベルのコストと.なり、国内への立地
が促進される。。
　国内へのデータセンターの立地を促進することで、日本の情報通信産
業の活性化に資するとともに、国内情報の保護という観点からもデータが
国内に流出するのを防ぐことができる。
　さらに、国内では首都圏に膨大なデータが集中していることから、地方
の特区にデータセンターの集積を行うことで、リスク分散や首都圏におけ
るデータ量の軽減が図られる。

北海道 石狩市 総務省
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